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事業の現状、今後の展開等について 

 

当社は、事業の現状、今後の展開等につきまして、本日、下記の通り株式会社東京証券

取引所に対し、東京証券取引所有価証券上場規程第 603 条第１項第５号ａに定める書面を

提出いたしましたので、お知らせいたします。 

本書面の提出により、平成 23 年４月 30 日までのいずれかの月において、月間平均時価

総額及び月末時価総額が時価総額基準の金額（平成 22 年 12 月末日までは３億円）以上に

なったときは、有価証券上場規程第 603 条第１項第５号ａに規定する上場廃止基準に該当

しないことになります。 

当社では、下記「Ⅱ．今後の展開および事業計画の改善」に記載した改善計画を積極的

に推進することによって、来期以降の黒字化を目指し、市場からの評価を高め、また、株

主様からの協力を得ながら債務超過を解消し、時価総額および流動株式時価総額を所定額

以上に回復させ、今後とも東京証券取引所マザーズ市場の上場維持に努めてまいる所存で

あります。株主の皆様ならびに関係各位におかれましては、引き続きご理解とご支援、ご

鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。 

 

記 

 

Ⅰ．事業の現状 

 

１．事業の概要 

 当社が属する外食業界におきましては、消費者の外食を控える傾向が依然として強い中、

価格競争の激化が更に進み、同業他社のみならず異業態店舗との競争も激化し、外食業界

を取り巻く環境は引き続き厳しい状態が続いております。 

 こうした中で、当社は、平成 20 年３月（第８期）より新たな経営体制の下で、『事業の

選択と集中』を基本コンセプトとした事業再建を推進してまいりました。 

 その結果、全社販管費の削減及び店舗の出退店・リニューアル等を行い、各事業の収益
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の改善については成果を得ることができました。当社の主力事業であります人材関連事業

および店舗戦略事業における具体的な成果は、以下の通りであります。 

 

①人材関連事業 

■人材派遣事業（プロ店長事業） 

人材派遣事業（プロ店長事業）につきましては、平成 20 年４月１日時点で 108 名在籍し

ておりましたプロ店長およびプロ店長候補人材を、平成 22 年８月末時点で 13 名まで削減

いたしました。108 名のうちの半数以上が逆ザヤでの人材派遣であったことに加え、いわゆ

る「派遣切り」と言われる社会情勢や、飲食チェーン店の新規出店が減少する等の逆風の

中、規模の拡大ではなく、利益率の向上を重視して事業を展開してまいりました。第８期

より注力しておりました投資先に対する企業再生型の人材派遣については、他社への投資

を控えるべき状況であることから撤退し、成功報酬型（人件費＋マージン＋成功報酬）へ

の転換を選択し、その方法に集中してまいりました。 

 

②店舗戦略事業 

■フランチャイズ本部事業 

当社がフランチャイズ本部として展開している「スープカレー『心』」、および「大阪鶴

橋お好み焼き わっはっはっ風月」につきましては、地域特性や各店舗の顧客層に合わせ

たメニュー・価格の導入、オペレーションの改善等を行ってまいりました。しかしながら、

第９期においてフランチャイズ店舗が減少したことにより、フランチャイズ本部としての

収益が減少しております。 

 

■直営店舗運営事業 

直営店舗運営事業につきましては、経常的に赤字を出していた店舗のうち８店舗を第８

期および第９期中に閉鎖し、第 10 期（今期）においても３店舗を閉鎖または営業譲渡いた

しました。 

＜閉鎖店舗および営業譲渡店舗の一覧＞ 

 店舗名 

バリ鳥 

スープカレー「心」イオン八幡東SC店 

スープカレー「心」上飯田店 

スープカレー「心」モレラ岐阜店 

第８期 

スープカレー「心」リバーサイド千秋店 

カレー食堂「心」イオン高松SC店 

スープカレー「心」イオン高の原SC店 

 

第９期 

スープカレー「心」三宮店 



豚○商店シブヤ本舗 

スープカレー「心」イオンナゴヤドーム前店 第10期 

スープカレー「心」大阪ビジネスパーク店 

 

利益の出ている店舗のみを選択し、経常的に赤字を出していた店舗を閉鎖することによ

り、売上総利益の改善に経営資源を集中してまいりました。 

また、外食マーケットの低価格志向を受け、当社においても、低価格かつ広く一般消費

者に受け入れられる業態として、海鮮居酒屋業態を第９期中に３店舗オープンいたしまし

た。 

今後も引き続き、昨今の消費者動向に対応すべく、収益性の低い店舗については撤退を、

収益性の高い業態については新規出店を進めるなど、更なる『選択と集中』を進めること

により、収益性の向上を目指してまいります。 

 

 

２．業績の推移 

 第６期連結会計年度から第 10 期第２四半期累計期間までの業績の推移は、次のとおりで

あります。 
 

回次 
第６期 

連結会計年度
第７期 

連結会計年度
第８期 

連結会計年度
第９期 

連結会計年度 

第10期 
第２四半期
累計期間 

会計期間 

自 平成18年
  ５月１日
至 平成19年
  ４月30日

自 平成19年
  ５月１日
至 平成20年
  ２月28日

自 平成20年
  ３月１日
至 平成21年
  ２月28日

自 平成21年 
  ３月１日 
至 平成22年 
  ２月28日 

自 平成22年
  ３月１日
至 平成22年
  ８月31日

売上高 (千円) 2,611,671 2,915,266 4,961,522 629,314 251,052

経常損失（△） (千円) △701,981 △482,322 △392,501 △151,656 △63,786

四半期(当期)純損失（△） (千円) △2,010,505 △508,096 △173,192 △133,518 △134,064

純資産額 (千円) 147,278 △325,239 38,043 △90,417 △224,482

総資産額 (千円) 2,521,243 1,730,452 726,390 420,076 221,162

自己資本比率 (％) 5.5 △21.3 3.3 △22.5 △103.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △715,533 △465,242 △216,641 △159,692 △69,393

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △349,774 △61,370 30,159 119,522 82,831

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,698,956 △388,386 △203,714 △188,202 △20,600

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 1,548,801 633,802 243,606 15,234 8,073

四半期末(期末)従業員数 (名) 157 205 75 41 26

 



(注) １．連結子会社がなくなったため、当事業年度より連結財務諸表は作成しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第７期連結会計年度は、決算期変更により 10 ヶ月間となっております。 

 

３．財務の状況 

当社は、第９期事業年度に 133,888 千円、第１四半期会計期間に 30,535 千円、当第２四

半期会計期間に 29,981 千円と継続的に営業損失を計上し、当第２四半期会計期間末におい

て 224,482 千円の債務超過となっております。資金面につきましては、当第２四半期累計

期間に 69,393 千円の営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しております。第１四半期

会計期間に支払期限が到来しておりました社債買入消却にかかる未払金 102,000 千円につ

きましては、一括支払いが困難な状況であったため、平成 22 年 10 月からの 33 回の分割払

いへの契約変更を行いました。また、金融庁から納付命令を受けた課徴金 34,660 千円につ

きましても、同様に一括納付が困難な状況であることから、34 回払いで納付する予定であ

り、平成 22 年７月に 1,660 千円、平成 22 年８月以降は毎月 1,000 千円の支払いを行って

おります。 

 

 

Ⅱ．今後の展開および事業計画の改善 

 

１．財務の強化、キャッシュ・フローの向上 

■販売費及び一般管理費の削減 

 第８期より推進してまいりましたコスト削減につきましては、販売費及び一般管理費が

第８期第２四半期会計期間は 66,974 千円、第９期第２四半期会計期間は 30,277 千円、当

第２四半期会計期間は 25,128 千円となり、顕著な成果が出ております。引き続き、コスト

を意識した経営を続けてまいります。 

 

■資金計画 

 当社の事業再建推進に向けた資金計画につきましては、主要株主であるＥオーナーズ株

式会社の協力並びに支援を受けており、引き続き支援を要請してまいります。このような

状況下、Ｅオーナーズグループからの短期の借入金（金利 年 2.5％）は２億円超となって

おり、株主の了解をいただいた上で、安定的な長期借入への借換えや、第三者割当も含め

た自己資本の増強を検討してまいります。 

 

２．安定収益の増強 

■直営店舗運営事業の収益性向上 

 直営店舗運営事業につきましては、消費者のニーズに対応すべく、収益性の低い店舗は

撤退を、収益性の高い業態については新規出店を進めるなど、更なる『選択と集中』を進



めておりますが、現状で、収益性の低い店舗及び運営上効率の悪い店舗の撤退は完了し、

収益が見込める業態の新規出店を行う予定であります。上記記載の資金計画を進め、調達

資金で新規店舗の出店を行ってまいります。 

 

■人材派遣事業（プロ店長事業）の収益性向上 

 人材派遣事業（プロ店長事業）につきましては、派遣先と成功報酬型の契約を締結する

方法に注力し、プロ店長事業を通じて育成された当社の人材のスキルアップと、蓄積され

たナレッジを活用して、収益性の向上を目指します。 

 

３．業務提携について 

現在、国内の飲食デベロッパーや、香港の飲食デベロッパーとの業務提携交渉を進めて

おります。お互いの売上や利益に貢献する業務提携や資本提携につきましては、資金計画

と平行して、積極的に取り組んでまいります。 

 

４．今後の業績見込み 

今後の業績見込みにつきましては、平成 22 年 10 月 14 日に公表いたしました、平成 23

年２月期通期（平成 22 年３月１日～平成 23 年２月 28 日）の業績予想の通りであります。

この数字は、当初の売上予想を第 10 期第２四半期累計期間の実績値に基づいて修正した上

で、直営店舗運営事業において、来店客数は増加傾向にあるものの、競合他店との価格競

争や消費者の低価格志向により客単価が大幅に減少し、売上高が当初計画を２割程度下回

った状況を考慮いたしました。今後の市況の影響による不確定要素を含んでおりますので、

業績に与える大きな影響が発生した場合には、速やかに開示させていただきます。 

 

 
売上高 

（百万円）
営業利益 
（百万円）

経常利益 
（百万円）

当期純利益 
（百万円） 

1 株当たり
当期純利益
（円） 

平成 23 年２月期通期 500 △92 △97 △173 △3,550.26 

（ご参考） 
前期実績（平成 22 年２月期）

629 △134 △151 △133 △2,735.82 

 
(注) 当社は平成 23 年２月期より連結財務諸表を作成しておりませんので、平成 23 年２月期通期につ   

いては、個別数値を記載しております。 

なお、平成 22 年２月期連結会計年度まで連結財務諸表を作成していたため、前期実績については、

平成 22 年２月期連結会計年度の数値について記載しております。 

 

５．上場維持について 

当社は、前述の改善計画を積極的に推進することによって、来期以降の黒字化を目指し、

市場からの評価を高め、また、株主からの協力を得ながら債務超過を解消し、時価総額お

よび流動株式時価総額を所定額以上に回復させ、今後とも東京証券取引所マザーズ市場の

上場維持に努めてまいる所存であります。 


